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社会保障・税一体改革成案（案） 

 

 

社会保障と税の一体改革については、平成 22 年 10 月に政府・与党社会保障改

革検討本部を設置し、以来、同年 11 月から 12 月にかけて社会保障改革に関する

有識者検討会を開催、本年2月から6月にかけては社会保障改革に関する集中検

討会議を開催するなど、精力的に議論を進めてきた。また、この間、与党（民主党・

国民新党）においても、民主党社会保障と税の抜本改革調査会等において議論を

深め、報告の取りまとめ等を行ってきた。 

本成案は、昨年12月14日の閣議決定に基づき、政府・与党におけるこれらの集

中的な検討の成果をもとに、社会保障と税の一体改革の具体的方向について取り

まとめたものである。 

 

 

Ⅰ 社会保障改革の全体像 

 

１ 社会保障改革の基本的考え方 

 

現行社会保障制度の基本的枠組みが作られた 1960 年代以降今日までの社会

経済諸情勢の大きな変化を踏まえ、国民の自立を支え、安心して生活ができる社

会基盤を整備するという社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強

化を図る。 

具体的には、社会保障国民会議、安心社会実現会議以来の様々な議論の積み

重ねを尊重し、昨年 12 月の社会保障改革に関する有識者検討会報告で示された

「３つの理念」「５つの原則」を踏まえ、必要な社会保障の機能強化を確実に実施し、

同時に社会保障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意しつつ、

制度全般にわたる改革を行う。 

① 自助・共助・公助の最適バランスに留意し、個人の尊厳の保持、自立・自助

を国民相互の共助・連帯の仕組みを通じて支援していくことを基本に、格差・

貧困の拡大や社会的排除を回避し、国民一人一人がその能力を最大限発揮

し、積極的に社会に参加して「居場所と出番」を持ち、社会経済を支えていくこ
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とのできる制度を構築する。 

② 必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の効率化を同時に行

い、真に必要な給付を確実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に

応え得る高機能で中長期的に持続可能な制度を実現する。 

③ 給付・負担両面で、世代間のみならず世代内での公平を重視した改革を行  

う。 

④ 社会保障・財政・経済の相互関係に留意し、社会保障改革と財政健全化の

同時達成、社会保障改革と経済成長との好循環を実現する。 

⑤ 国民の視点で、地方単独事業を含む社会保障給付の全体像を整理するとと

もに、地域や個人の多様なニーズに的確に対応できるよう、地方の現場にお

ける経験や創意を取り入れ、各種サービスのワンストップ化をはじめ制度の

簡素化や質の向上を推進する。 

 

 

２ 改革の優先順位と個別分野における具体的改革の方向 

 

（１） 改革の優先順位 

 厚生労働省案に示す「社会保障制度改革の基本的方向性」（１．全世代対応

型・未来への投資、 ２．参加保障・包括的支援（全ての人が参加できる社会）、 

３．普遍主義、分権的・多元的なサービス供給体制、 ４．安心に基づく活力）を 

踏まえ、 

① 子ども・子育て支援、若者雇用対策 

② 医療・介護等のサービス改革 

③ 年金改革 

④ 制度横断的課題としての「貧困・格差対策（重層的セーフティネット）」「低所得

者対策」  

についてまず優先的に取り組む。  

 

（２） 個別分野における具体的改革 

個別分野における具体的改革項目については、 

① 5 月 23 日及び 30 日に総理から示された「安心」３本柱、「支え合い」３本柱、

「成長」３本柱について、着実な実行を図る。 
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② 負担と給付の関係が明確な社会保険（＝共助・連帯）の枠組みの強化による

機能強化を基本とする。 

③ ①及び②を前提に、社会の分断・二極化、貧困・格差の再生産の防止の観

点から、社会保険制度において適用拡大や低所得者対策を実施するなどによ

り、セーフティネット機能の強化を図る。 

④ 世代間のみならず、世代内（特に高齢世代内）での公平の確保、所得再分 

配機能の強化を図る観点から、給付・負担両面での見直しを行う。 

⑤ 医療・介護・保育等のサービス分野における多様な主体の参加、「新しい公

共」の創出など、成長に貢献し、地域に根ざすサービス提供体制の実現を図

る。 

といった点を基本に、必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の

効率化を同時に実施する。 

 

  個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目の内容及び改革の工程は、

別紙１「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」の欄 A～C に示すとおりで

あり、各改革項目の記述に当たっては、可能な限り具体的な数値目標を示すと

ともに、成長戦略に関係の深い項目についてはその旨付記した。 

 

＜個別分野における主な改革項目（充実／重点化・効率化）＞ 

Ⅰ 子ども・子育て 

  ○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保

育等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を図る。 

   ・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの

拡充、社会的養護の充実 

   ・ 保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体

制の一元化 

Ⅱ 医療・介護等 

  ○ 地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を

図る。そのため、診療報酬・介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための

一括的な法整備を行う。 

   ・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、地域間・診療科間の偏在の是正、予

防対策の強化、在宅医療の充実等、地域包括ケアシステムの構築・ケア
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マネジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施設のユニット化、重

点化に伴うマンパワーの増強 

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ＩＣＴ活用による重複受診・重

複検査・過剰薬剤投与等の削減、介護予防・重度化予防 

 ○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能

の強化・給付の重点化などを図る。 

  a) 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 

   ・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営

の都道府県単位化・財政基盤の強化 

  b) 介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配

慮、保険給付の重点化 

   ・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化 

   ・ 介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化 

  c) 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化 

   ・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額

負担等の併せた検討 

  d) その他 

   ・ 総合合算制度、高齢者医療制度の見直し、低所得者対策・逆進性対策等

の検討 

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合

の国庫補助の見直し、高齢者医療費支援金の総報酬割導入、70～74歳2

割負担 

Ⅲ 年金 

 ○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」

実現に取り組む。 

   ・ 所得比例年金(社会保険方式)、最低保障年金（税財源） 

 ○ 年金改革の目指すべき方向性に沿って、現行制度の改善を図る。 

   ・ 最低保障機能の強化＋高所得者の年金給付の見直し 

・ 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第３号被保険者制度の見

直し、在職老齢年金の見直し、産休期間中の保険料負担免除、被用者年

金の一元化 

   ・ デフレ下のマクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限
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の引上げ 

 ○ 業務運営の効率化を図る（業務運営及びシステムの改善）。 

Ⅳ 就労促進 

 ○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業

率の M 字カーブの解消、年齢にかかわりなく働き続けることができる社会

づくり、障害者の雇用促進に取り組む。その際、地域の実情に応じ、関係機

関が連携し、就労促進施策を福祉、産業振興、教育施策などと総合的に実

施する。 

 ○ ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を図る。 

 ○ 雇用保険・求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討

する。 

Ⅴ Ⅰ～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化 

 ・ サービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第２のセーフティネットの 

構築、生活保護の見直し（就労・自立支援の充実、医療扶助等の適正化、不正

受給防止対策の徹底、関係機関の連携強化などの重点化・効率化）、総合的

な障害者施策の充実（制度の谷間のない支援、地域移行・地域生活の支援の 

検討）、難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域モデルの提示 

   ・ また、社会保障制度の持続可能性向上のためには、次世代を担う子ども・若

者の育成が肝要であり、上記の社会保障制度改革と併せて、雇用流動化に対

応して、手に職をつけ就業につなげるための教育環境整備や、教育の質と機

会均等を確保するための方策、特に生計困難でありながら好成績を修めた学

生等への支援の強化に取り組む。 

Ⅵ 地方単独事業 

 ○ 以上の改革の方向も勘案し、地方自治体は、国費に関連する制度と相まっ

て、地域の実情に応じて、社会保障関係の地方単独事業を実施する。 

 

[再掲] 貧困・格差対策 ～ 重層的なセーフティネットの構築 

○ 就労・生活支援が一体となったワンストップサービス 

○ 短時間労働者に対する社会保険の適用拡大 

○ 社会保険制度における低所得者対策の強化 

  ・ 市町村国保・介護保険における低所得者への配慮、高度・長期医療への

対応（セーフティネット機能の強化）、総合合算制度、年金制度における最低
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保障機能の強化 

 ○ 第2 のセーフティネットの構築 

  ・ 求職者支援制度の創設、複合的困難を抱える者への伴走型支援（パーソ 

ナルサポート、ワンストップサービス等による社会的包摂の推進） 

 ○ 生活保護の見直し 

 

（３） 社会保障・税に関わる共通番号制度の早期導入 

社会保障・税に関わる番号制度は、主として、真に手を差し伸べるべき人に対

する社会保障を充実させ、効率的かつ適切に提供することを目的に導入を目指

すものである。その導入により、国民の負担の公正性を確保するとともに、国民

の利便性の更なる向上を図ることが可能となるほか、行政の効率化・スリム化も

可能となる。 

その導入に当たっては、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策

を講じるとともに、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要がある。

6 月には「社会保障･税番号大綱（仮称）」を策定し、今秋以降可能な限り早期に

国会への法案提出を目指す。 

   

 

Ⅱ 社会保障費用の推計 

 

１ 機能強化（充実と重点化・効率化の同時実施）にかかる費用 

   子ども・子育て、医療・介護等及び年金の各分野ごとの充実項目、重点化・効

率化項目にかかる費用（公費）の推計は別紙１の欄 D 及び E に示すとおりであ

る。 

 

改革全体を通じて、2015 年度において 

充実による額              3.8 兆円程度 

重点化・効率化による額    ～▲1.2 兆円程度 

を一つの目途として、機能強化（充実と重点化・効率化の同時実施）による追加

所要額（公費）は、約2.7 兆円程度と見込まれる。 

 

2015 年段階における各分野ごとの追加所要額（公費）は、 
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Ⅰ 子ども・子育て            0.7 兆円程度 

    （税制抜本改革以外の財源も含めて 1 兆円超程度の措置を今後検討） 

   Ⅱ 医療・介護等           ～1.6 兆円弱程度 

（総合合算制度～0.4 兆円程度を含む） 

   Ⅲ 年金                ～0.6 兆円程度 

   再掲：貧困・格差対策        ～1.4 兆円程度 

（総合合算制度～0.4 兆円程度を含む） 

 

  と見込まれる。 

 

 

２ 社会保障給付にかかる公費（国・地方）全体の推計 

社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計

が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、

地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理す

る。1 

 

 

Ⅲ 社会保障・税一体改革の基本的姿 

 

１ 社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 

 

（１） 消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保  

民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理等、社会保障財源のあり

方に関する累次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保

障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付

に要する公費負担の費用は、消費税収（国・地方）を主要な財源として確保す

る。 

   消費税収（国・地方）については、このうち国分が現在予算総則上高齢者三経

                                      
1 2011 年度予算ベースでは、社会保障給付に係る国・地方公費は 39．4 兆円である。 

他方、総務省推計によれば、2011 年度で、地方単独事業として社会保障に関連する支出は 7.7 兆円と見込まれ

る。 
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費に充当されているが、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、「制度として確

立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための

施策に要する費用」（「社会保障四経費」、平成 21 年度税制改正法附則 104 条）

に充当する分野を拡充する。社会保障の安定財源確保に向けて、消費税収の規

模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消費税収の充実を図る。 

 

 

（２） 消費税収の使途の明確化 

消費税収（国・地方、現行分の地方消費税を除く）については、全て国民に還

元し、官の肥大化には使わない2こととし、消費税を原則として社会保障の目的

税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底する等、

その使途を明確化する（消費税収の社会保障財源化）。 

さらに、将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収

（国・地方）を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度

の一層の安定・強化につなげていく。 

     

（３） 国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保 

上記（１）及び（２）の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を

行うという社会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを

設計し、実行する地方自治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な

社会保障は、社会保障の信頼を大きく高める。現行分の消費税収（国・地方）に

ついてはこれまでの経緯を踏まえ国・地方の配分（地方分については現行分の

地方消費税及び消費税の現行の交付税法定率分）と地方分の基本的枠組みを

変更しないことを前提として、引上げ分の消費税収（国・地方）については（１）の

分野に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じた配分

を実現することとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給

付に対する安定財源の確保を図る。 

  今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、Ⅱ－２

における総合的な整理を行った上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源

が確保できるよう、Ⅳ（５）に掲げる地方税制の改革などを行う。 

                                      
2 有識者検討会報告において引用されている「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プロ

グラム」(平成20 年12 月24 日閣議決定)参照 
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（４） 消費税率の段階的引上げ 

上記（１）～（３）を踏まえ、社会保障給付の規模に見合った安定財源の確保に

向け、まずは、2015 年度までに段階的に消費税率（国・地方）を 10％まで引き上

げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する（別紙２）。 

 

 

２ 社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成 

 

未来への投資である社会保障のコストを、将来世代に先送りすることは許さ

れない。現在の社会保障給付の財源の多くが赤字公債、すなわち将来世代の

負担で賄われている。このような状況は、社会保障のあり方としても、危機的と

も言える国・地方の財政状況からもこれ以上放置することはできず、「現在の世

代が受ける社会保障は現在の世代で負担する」3との原則に一刻も早く立ち戻る

必要がある。  

今回の社会保障改革の目指すところは、「社会保障の機能強化」と「機能維持

―制度の持続可能性の確保」である。社会保障改革の財源確保と財政健全化は

相反する課題ではなく、両者を同時達成するしか、それぞれの目標を実現する

道はない。4 

 

このような考え方に立って、社会保障・税一体改革においては、社会保障給付

にかかる安定財源を確保していくことを通じて、財政健全化を同時に実現する。 

 

《2015 年度における姿》5 

具体的には、まずは、2015 年度までに段階的に消費税率（国・地方）を 10％ま

で引き上げ、国・地方合わせて、上記Ⅱ－１で示す「機能強化」にかかる費用、

高齢化の進行等により増大する費用及び基礎年金国庫負担２分の１を実現する

ために必要な費用（社会保障国民会議では、この３つの経費を合計して「機能強

                                      
3 民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理 
4  「社会保障強化だけが追求され財政健全化が後回しにされるならば、社会保障制度もまた遠からず機能停止

する。しかし、財政健全化のみを目的とする改革で社会保障の質が犠牲になれば、社会の活力を引き出すことは

できず、財政健全化が目指す持続可能な日本そのものが実現しない。」（有識者検討会報告） 
5 Ⅱ－２における総合的な整理を踏まえた対応に留意する。 
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化」として試算している）、後代に付け回しをしている「機能維持」にかかる費用及

び消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増加に要する費用を賄うことにより、

社会保障の安定財源確保を図る。    

   これらの取組みなどにより、2015 年度段階での財政健全化目標6の達成が見

込まれ7、「社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成」への一里塚が築

かれる。 

 

 

Ⅳ 税制全体の抜本改革 

 

税制抜本改革については、社会保障改革の進め方との整合性にも配意しつつ、

平成 21 年度税制改正法附則 104 条第 3 項及び平成 22 年度・23 年度税制改正大

綱（閣議決定）で示された改革の方向性に沿って、以下の考え方により検討を加え、

個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税にわたる改革を進める。また、地方

に関わる事項については、地方団体の意見に十分配意して、検討を進めることと

する。 

 

（１） 個人所得課税 

雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、格差の是正や所得再分配機能

等の回復のため、各種の所得控除の見直しや税率構造の改革を行う。給付付き

税額控除については、所得把握のための番号制度等を前提に、関連する社会

保障制度の見直しと併せて検討を進める。金融証券税制について、金融所得課

税の一体化に取り組む。 

 

（２） 法人課税 

企業の国際的な競争力の維持・向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国

内投資の拡大を図る観点から、国際的な協調や主要国との競争条件等にも留意

しつつ、課税ベースの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げを行う。地域経済

                                      
6  「財政運営戦略」（平成22 年6 月22 日閣議決定）において、国及び国・地方の基礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ

比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、2020年度までに黒字化させた上で、2021年度以降において、

国・地方の公債等残高の対ＧＤＰ比を安定的に低下させることとされている。 
7  財政健全化目標の達成所要額は、内閣府「経済財政の中長期試算」（平成23年1月）を前提としている（年央に

改訂）。 
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の柱となり、雇用の大半を担っている中小法人に対する軽減税率についても、

中小企業関連の租税特別措置の見直しと併せ、引下げを行う。 

 

（３） 消費課税 

消費税（国・地方）については、本成案に則って所要の改正を行う。いわゆる

逆進性の問題については、消費税率（国・地方）が一定の水準に達し、税・社会

保障全体の再分配を見てもなお対策が必要となった場合には、制度の簡素化や

効率性などの観点から、複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基

本に総合的に検討する。 

併せて、消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化を行う

ほか、消費税と個別間接税の関係等の論点について検討する。 

エネルギー課税については、地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源

CO２排出抑制等を図るための税を導入する。また、地球温暖化対策に係る諸施

策を地域において総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組

みについて検討する。車体課税については、地球温暖化対策の観点や国及び

地方の財政の状況も踏まえつつ、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方

向で見直しを検討する。 

 

（４） 資産課税 

資産再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税

ベース、税率構造を見直し、負担の適正化を行う。これと併せ、高齢者が保有す

る資産の現役世代への早期移転を促し、その有効活用を通じた経済社会の活

性化を図るとの観点から、世代を超えた資産格差の固定化にも配慮しつつ、贈

与税を軽減する。また、事業承継税制について、運用状況等を踏まえ見直しを

検討する。 
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（５） 地方税制  

地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から、地方消費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すこ

となどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する。

また、税制を通じて住民自治を確立するため、現行の地方税制度を「自主的な判

断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革する。 

 

（６） その他 

上記の改革のほか、社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税

環境の整備を進めるとともに、国際的租税回避の防止を通じて適切な課税権を

確保しつつ投資交流の促進等を図る等の国際課税に関する取組みや国際連帯

税等について、検討を行う。 

 

なお、平成22年度・23年度税制改正においては、このような方向性を踏まえ、税

制抜本改革の一環をなす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、

国会において審議が行われている平成 23 年度税制改正については、引き続き、

その早期実現を目指す。 
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Ⅴ 社会保障・税一体改革のスケジュール 

 

  社会保障・税一体改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行

い、国・地方を通じた改革の円滑かつ着実な推進を図る。 

社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、別紙１に示された工程

表に従い、各分野において遅滞なく順次その実施を図る。 

 税制抜本改革については、経済状況の好転を前提として遅滞なく消費税を含む

税制抜本改革を実施するため、平成 21 年度税制改正法附則 104 条に示された道

筋に従って平成 23 年度中に必要な法制上の措置を講じる。 

 上記のスケジュールに基づき、不断に行政改革を推進しつつ、国民の理解と協

力を得ながら社会保障と税制の改革を一体的に進める。 

 

 

Ⅵ 経済成長との好循環の実現 

 

  デフレからの脱却を実現するため、日本銀行との緊密な連携の下、強力かつ総

合的な政策努力を最大限行い、我が国経済を本格的な成長軌道に乗せていく。社

会保障の分野では、潜在需要の顕在化や安心できる社会保障制度の確立により、

雇用を生み、消費を拡大するという社会保障改革と経済成長の好循環を通じて、

成長と物価の安定的上昇に寄与する。 

 社会保障は需要・供給両面で経済成長に寄与する機能を有しており、医療や介

護分野での雇用創出や新たな民間サービス創出のための環境整備、ＩＣＴなどのテ

クノロジーを活用した社会保障費用の最適化、サービスの質の向上、医療イノベー

ション、ライフイノベーションの推進、ドラッグラグ・デバイスラグの早期解消、先進

医療制度の運用改善、民間企業を含めた多様な事業主体の新規参入促進、「新し

い公共」の創造など、利用者・国民の利便の向上と新たな産業分野育成の観点か

らの諸改革を進める。 



・ ０〜２歳児保育の量的拡充・
体制強化等（待機児童の解消）

・ 質の⾼い学校教育・保育
の実現（幼保⼀体化の実現）

・ 総合的な⼦育て⽀援（家庭や
地域における養育の⽀援）の充実

・ 放課後児童クラブの拡充

・ 社会的養護の充実

放課後児童クラブの利用児童数
2010年 81万人→2014年 111万人

３歳未満児の保育の利用率
2010年 23％→2014年 35%(2017年 44％)

新システム具体案を
早期にとりまとめ

税制抜本改⾰ととも
に、早急に法案提出

○ ⼥性の就業率の向上 ☆
○ 保育等の従業者の増加 ☆

社会保障改⾰の具体策、⼯程及び費⽤試算社会保障改⾰の具体策、⼯程及び費⽤試算

1

Ⅰ

⼦
ど
も
・
⼦
育
て

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

０．７兆円程度⼦ども
⼦育て
計

０．７兆円程度 １兆円超程度
－

「☆」成⻑戦略に特に関係が深い項⽬

０．７兆円程度 １兆円超程度

※ 税制抜本改革
以外の財源も
含めて
１兆円超程度
の措置を
今後検討

※ 左記の措置に
係る所要額に
ついては、
新システムの
検討において
今後検討

※ 税制抜本改革以外の財源も含めて
１兆円超程度の措置を今後検討

※ 税制抜本改革以外の
財源も含めて１兆円
超程度の措置を今後
検討

※ 左記の措置に係る
所要額については、
新システムの検討
において今後検討

・ 指定制の導⼊による保育等への
多様な事業主体の参⼊促進 ☆
質を確保するための基準と併せて
質の改善を図る

・ 幼稚園などの既存施設の有効活⽤
や、⼩規模保育、家庭的保育などの
多様な保育の推進

・ 国及び地⽅における実施体制の
⼀元化

（「⼦ども家庭省（仮称）」の創設等）

女性（25～44歳）の就業率
2009年 66％ → 2020年 73％

・ 制度・財源・給付について
包括的・⼀元的な制度を構築

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

○ ⼦ども・⼦育て新システムの制度実施等に伴う地域の実情に応じた
保育等の量的拡充、幼保⼀体化などの機能強化

別紙１



・ 病院・病床機能の分化・強化と連携
（急性期医療への医療資源の集中投⼊、
亜急性期・慢性期医療の機能強化等
による⼊院医療の機能強化、精神保健
医療の改⾰、医師の偏在是正、地域間
・診療科間の偏在の是正、予防対策の
強化等）

・ 在宅医療の充実等（診療所等における
総合的な診療や在宅療養⽀援機能の
強化・評価、訪問看護等の計画的整備等）

・ 平均在院⽇数の減少等
（▲4,300億円程度）

・ 外来受診の適正化等（⽣活習慣病予防、
医療連携、ＩＣＴ、番号、保険者機能
の強化等）（▲1,200億円程度）

・ ＩＣＴの活⽤による重複受診・重複
検査、過剰な薬剤投与等の削減

・ 地域包括ケアシステムの構築等在宅介護
の充実、ケアマネジメントの機能強化、
居住系サービスの充実 等
・ 施設のユニット化

・ 介護予防・重度化予防
・ 介護施設の重点化（在宅への移⾏）

（▲1,800億円程度）

・ 上記の重点化に伴うマンパワー増強 ☆

○ 地域の実情に応じた医療・介護サービスの提供体制の効率化・重点化と
機能強化
〜診療報酬・介護報酬の体系的⾒直しと基盤整備のための⼀括的な法整備〜

〜０．６兆円
程度

〜２．３兆円
程度

０．４兆円程度 １．３兆円程度

△０．１兆円程度 △０．６兆円程度

０．１兆円程度 １．２兆円程度

０．２兆円程度 ０．４兆円程度

高度急性期の職員等：2025年に現行
ベースより２倍増

一般急性期の職員等：2025年に現行
ベースより６割程度増

在宅医療等：2011年 17万人/日
→ 2025年 29万人/日

外来患者数：2025年に現行ベース
より５％程度減少

GH、小規模多機能：2011年 21万人/日
→ 2025年 77万人/日

居住系・在宅介護：2011年 335万人/日
→ 2025年 510万人/日

要介護認定者数：2025年に現行
ベースより３％程度減少

医療介護従事者：2011年 462万人
→ 2025年 704～739万人

（1.6倍程度）

2

Ⅱ

医
療
・
介
護
等

①

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）〜１．４兆円程度 〜０．７兆円程度

（2,400億円程度）

医療・
介護①
⼩計

・2012年以降、診療
報酬・介護報酬の
体系的⾒直し

・基盤整備のための
⼀括的な法整備：
2012年⽬途に
法案提出

・2025年頃までに
医療・介護サービス
のあるべき姿を実現

（上記の機能分化等が全て実現する場合の試算）

（8,700億円程度）

（2,500億円程度）

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

○平均在院日数：2011年 19～20日程度
→ 2025年 高度急性期：15～16日程度

一般急性期： ９日程度
○病床数：概ね現状水準
○精神医療：2025年に在院日数１割程

度減少



ｃ ⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ ⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し
（⻑期⾼額医療への対応、所得区分の
⾒直しによる負担軽減等）による負担
軽減（〜1,300億円程度）
※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動

ｄその他
・ 総合合算制度（番号制度等の情報連携
基盤の導⼊が前提）
・ ⾼齢者医療制度の⾒直し（⾼齢者医療
制度改⾰会議のとりまとめ等を踏まえ、
⾼齢世代・若年世代にとって公平で納得
のいく負担の仕組み）
・ 低所得者対策・逆進性対策等の検討

○ 保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の
強化・給付の重点化、逆進性対策

・ 受診時定額負担等（⾼額療養費の⾒直し
による負担軽減の規模に応じて実施。
例えば、初診・再診時100円の場合、
▲1,300億円）

〜１兆円弱
程度 －

－

－

総合合算制度
〜０．４兆円程度

・ 介護納付⾦の総報酬割導⼊
（完全実施すれば▲1,600億円）

・ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に
効果のある給付への重点化

税制抜本改⾰ととも
に、2012年以降速
やかに法案提出

順次実施

総合合算制度：
2015年の番号制度
以降導⼊

・ 後発医薬品の更なる使⽤促進、医薬品
の患者負担の⾒直し（医薬品に対する
患者負担を、市販医薬品の価格⽔準も
考慮して⾒直す）
・ 国保組合の国庫補助の⾒直し
・ ⾼齢者医療費の⽀援⾦の総報酬割導⼊
・ 70〜74歳２割負担

Ⅱ

医
療
・
介
護
等

②

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

１兆円程度
（改⾰の内容により変動）

（＝完全実施の場合▲1,600億円）

3

〜０．５兆円程度
（改⾰の内容により変動）

医療・
介護②
⼩計

医療・
介護計

〜１．６兆円弱
程度

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

〜２．４兆円程度
（改⾰の内容により変動）

〜１．２兆円程度
（改⾰の内容により変動）

〜２．３兆円
程度

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の

適⽤拡⼤、
総報酬割と
併せて検討

〜０．１兆円程度
･･･受診時定額

負担等と
併せて検討

ａ 被⽤者保険の適⽤拡⼤と 国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被⽤者保険の適⽤拡⼤

・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化
・財政基盤の強化
（低所得者保険料軽減の拡充等

（〜2,200億円程度））
※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

ｂ 介護保険の費⽤負担の能⼒に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、
保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化
（〜1,300億円）

※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人



〜０．６兆円
程度

〜０．７兆円
程度

【現⾏制度の改善】
○ 最低保障機能の強化
・ 低所得者への加算
・ 障害基礎年⾦への加算
・ 受給資格期間の短縮

※ 低所得者・障害基礎年金への加算について
は、加算対象者・加算水準・資産調査の有無
等によって財政規模が変動

※ 上記金額は、年収65万円未満(単身の場合)
の者等に対して、月額1.6万円（7万円と老齢
基礎年金の平均額5.4万円の差）を加算する
等の前提

○ ⾼所得者の年⾦給付の⾒直し
低所得者への加算と併せて検討
なお、公的年⾦等控除を縮減すること
によって対応することについても併せ
て検討

※ 高所得者の年金給付の見直しについては、

減額対象者によって財政規模が変動

※ 仮に、年収1,000万円以上から減額開始
（1,500万円以上は公費負担分を全額減額）
とすると▲450億円程度公費縮小

0.6兆円
程度

国⺠的な合意に向け
た議論や環境整備を
進め、実現に取り組
む

税制抜本改⾰ととも
に、2012年以降
速やかに法案提出

順次実施

4

Ⅲ

年
⾦

（注２）

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

【新しい年⾦制度の創設】
「所得⽐例年⾦」と「最低保障年⾦」の
組み合わせからなる⼀つの公的年⾦制度
にすべての⼈が加⼊する

○ 所得⽐例年⾦（社会保険⽅式）
・ 職種を問わず全ての⼈が同じ制度に加⼊
し、所得が同じなら同じ保険料、同じ給付
・ 保険料は15％程度(⽼齢年⾦に係る部分)
・ 納付した保険料を記録上積み上げ、仮想の
利回りを付し、その合計額を年⾦⽀給開始
時の平均余命などで割って、毎年の年⾦額
を算出

○ 最低保障年⾦（税財源）
・ 最低保障年⾦の満額は7万円（現在価額）
・ ⽣涯平均年収ベース（＝保険料納付額）で
⼀定の収⼊レベルまで全額を給付し、それ
を超えた点より徐々に減額を⾏い、ある
収⼊レベルで給付額をゼロとする
・ 全ての受給者が、所得⽐例年⾦と最低保障
年⾦の合算で、概ね７万円以上の年⾦を
受給できる制度とする



● 短時間労働者に対する厚⽣年⾦の
適⽤拡⼤

● 第３号被保険者制度の⾒直し
・ 新しい年⾦制度の⽅向性（⼆分⼆乗）
を踏まえつつ、不公平感を解消する
ための⽅策について検討

● 在職⽼齢年⾦の⾒直し
・６０歳代前半の者に係る調整限度額を、
６０歳代後半の者と同じとすることを
検討

● 産休期間中の保険料負担免除

● 被⽤者年⾦の⼀元化

【業務運営の効率化】
業務運営及びシステムの改善

○ デフレ下のマクロ経済スライド
・仮に、特例⽔準を3年間で解消すると、年
⾦額が▲2.5％削減され、毎年0.1兆円程度
公費縮⼩
・その後、仮にデフレである年にも▲0.9％
のマクロ経済スライドをすると、毎年
0.1兆円程度の公費縮⼩
※ デフレでない年のマクロ経済スライドの

発動による給付抑制は、現行制度で織り込
み済み

○ ⽀給開始年齢引上げ
・ 先進諸国（欧⽶）の平均寿命・受給開始
年齢を ⼗分参考にし、⾼齢者雇⽤の確保
を図りつつ、 68〜70歳へのさらなる引上
げを視野に検討

・ 厚⽣年⾦の⽀給開始年齢引上げスケジュー
ルの前倒しを検討

・ 基礎年⾦の⽀給開始年齢を引き上げる場合、
１歳引き上げる毎に、引上げ年において
0.5兆円程度公費縮⼩

● 標準報酬上限の引上げ
・ 健康保険制度を参考に⾒直しを検討

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人

（●は公費への影響なし）

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

Ⅲ

年
⾦

（注２）

０．６兆円程度
（改⾰の内容により変動）

年⾦
計

〜０．６兆円
程度

〜０．７兆円
程度

影響額は改⾰の
内容により変動

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））

重点化・効率化
（⾦額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年⼯程A B C D E

5

2015年度の上記の所要額（公費）合計 ＝ 約２．７兆円程度
（充実3.8兆円程度、重点化・効率化〜▲1.2兆円程度を⼀つの⽬途）

2012年以降速やかに
法案提出

順次実施

※ 今後、｢現行制度の
改善」全体について、
検討の場とスケジュール
を明確化した上で、
法案提出に向けて検討



○サービス基盤の整備
・あるべき医療・介護サービス提供体制の実現、こども園・保育サービス・放課後
児童クラブ等のサービス⽬標達成に必要な基盤整備

○医療イノベーションの推進 ☆
・国際⽔準の臨床研究中核病院等の創設
・⽇本発のシーズを実⽤化につなげるための実務的な相談⽀援
・独）医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）の体制強化
・保険償還価格の設定における医療経済的な観点を踏まえたイノベーションの評価等
のさらなる検討

○第２のセーフティネットの構築
・求職者⽀援制度の創設
・求職者⽀援制度をはじめとした第２のセーフティネット施策の切れ⽬ない連携
・⽣活保護受給者等に対する就労⽀援
・複合的困難を抱える者への伴⾛型⽀援（パーソナルサポート、ワンストップサービス等に
よる社会的包摂の推進）

・住宅⽀援の仕組みの検討
○⽣活保護の⾒直し
・稼得能⼒を有する⽣活保護受給者向け⾃⽴・就労⽀援メニューの充実と⽀援強化
・⼦どもの貧困連鎖の防⽌
・医療扶助等の適正化、不正受給防⽌対策の徹底
・客観的データに基づく⽣活保護基準の検討
○障害者施策
・障がい者制度改⾰推進本部において、制度の⾕間のない⽀援の提供、
障害者の地域移⾏や地域⽣活の⽀援について検討

○難病対策
・⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し（再掲）など難病医療費の⽀援のあり⽅の検討
○震災復興
・新たな安⼼地域モデルの提⽰
○次世代を担う⼦ども・若者の育成
・雇⽤流動化に対応して、⼿に職をつけ就業につなげるための教育環境整備
・教育の質と機会均等の確保（特に⽣計困難でありながら好成績を修めた学⽣等への⽀援の強化）

○計画的・集中的基盤整備

○臨床研究中核病院等：2011年度から３年間で１５か所程度創設
○臨床研究中核病院等に対し、継続的に研究費を重点配分
○ＰＭＤＡの審査体制等の強化：2013年度末までに常勤数を
751名に増員（2011年4⽉1⽇現在648名）。引き続き、
合理化・効率化を図りつつ、さらなる強化策を検討

○先進医療制度の申請・審査⼿続きの効率化：2011年度からの
実施に向け検討

○求職者⽀援制度：2011年度創設
○引き続き総合的に推進
○事業の継続実施
○ワンストップ・伴⾛型の市町村主導の専任機関の設置
(順次設置)

○関連制度の改⾰と併せ検討
○⽣活保護基準：基準部会（2011年４⽉開始）において、

2012年末までに検証を実施
○⽣保基準以外：国と地⽅の協議の開催（2011年5⽉開始）

→必要に応じて法案提出

○障がい者制度改⾰推進本部の検討を踏まえ、障害者総合福祉法
（仮称）の2012年法案提出

○引き続き制度横断的に検討

○震災復興の検討の中で対応

○引き続き総合的に検討

⼯程

6

Ⅳ

就
労
促
進

○全員参加型社会の実現 ☆
・ジョブ・カードの活⽤等による若者の安定的雇⽤の確保
・⼥性の就業率のM字カーブの解消
・超⾼齢社会に適合した雇⽤法制の検討など年齢にかかわりなく働き
続けることができる社会づくり

・福祉から就労への移⾏等による障害者の雇⽤促進
・地域の実情に応じた関係機関の連携と就労促進施策の総合的実施

○ディーセント・ワーク（働きがいのある⼈間らしい仕事）の実現
・⾮正規労働者の公正な待遇確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの策定
・有期契約労働者の雇⽤の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討
・⻑時間労働抑制やメンタルヘルス対策による労働者の健康・安全の確保
○雇⽤保険・求職者⽀援制度の財源の検討

・就業率
2009年 75％ → 2020年 80％

（若者： 74％ → 77％ ）
（女性（25～44歳）：

66％ → 73％ ）
（高齢者：57％ → 63％ ）

・ジョブ・カード取得者 300万人 (2020年)
・障害者の実雇用率 1.8％ (2020年)

○就労促進策の継続的推進

○総合的ビジョン：2011年に策定
○法制度整備：2011年度 労働政策審議会で結論、所要の⾒直し措置
○労働安全衛⽣法改正法案について、早期国会提出に向け検討

○雇⽤保険法、求職者⽀援法の規定（注３）を踏まえ検討

充実、重点化・効率化

Ⅰ
〜
Ⅳ
以
外
の
充
実
、
重
点
化
・
効
率
化
項
⽬

プログラム参加者数及び就労・増収者の増加

(注１)費⽤試算は、厚⽣労働省の「社会保障制度改⾰の⽅向性と具体策」(平成23年５⽉12⽇)及びその関連の医療・介護に係る推計等の他、社会保障改⾰に関する集中検討会議での提案も盛り込んで機械的に試算したもの。
(注２)基礎年⾦国庫負担２分の１財源については、税制抜本改⾰により措置する。税制抜本改⾰実施までの各年度分の繰⼊れも適切に⾏われるよう、必要な措置を講じる。
(注３)雇⽤保険法：雇⽤保険の国庫負担については、引き続き検討を⾏い、できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で、国庫負担に関する暫定措置を廃⽌する。

求職者⽀援法：法施⾏後３年を⽬途とした特定求職者の就職に関する⽀援施策の在り⽅についての検討を⾏うに当たっては、その⽀援施策に関する費⽤負担の在り⽅について速やかに検討する。



総合合算制度
〜０．４兆円程度

１．就労・⽣活⽀援が⼀体となったワンストップサービス
２．社会保険の適⽤拡⼤
a 短時間労働者に対する厚⽣年⾦の適⽤拡⼤
b 被⽤者保険の適⽤拡⼤と 国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被⽤者保険の適⽤拡⼤（完全実施の場合△1,600億円）

３．社会保険制度における低所得者対策の強化
a 市町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政基盤の強化
（低所得者保険料軽減の拡充等（〜2,200億円程度））
※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

b 介護保険の費⽤負担の能⼒に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化（〜1,300億円）
※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

c ⾼度・⻑期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ ⻑期⾼額医療の⾼額療養費の⾒直し（⻑期⾼額医療への対応、所得区別の⾒直しによる負担軽減等）による
負担軽減（〜1,300億円程度）

※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動

d 総合合算制度（番号制度等の情報連携基盤の導⼊が前提）
e 年⾦制度の最低保障機能の強化
・ 低所得者への加算
・ 障害基礎年⾦への加算
・ 受給資格期間の短縮
※ 低所得者・障害基礎年金への加算については、加算対象者・加算水準・資産調査の有無等によって財政規

模が変動
※ 上記金額は、年収65万円未満(単身の場合)の者等に対して、月額1.6万円（7万円と老齢基礎年金の平均額
5.4万円の差）を加算する等の前提

４．第２のセーフティネットの構築
a 求職者⽀援制度の創設（費⽤負担の在り⽅の検討を含む）
b 複合的困難を抱える者への伴⾛型⽀援
c ⽣活保護受給者等に対する就労⽀援
d 住宅⽀援の仕組みの検討

５．最後のセーフティネットである⽣活保護の⾒直し（充実、重点化・効率化）
・ 稼得能⼒を有する⽣活保護受給者向け⾃⽴・就労⽀援メニューの充実と⽀援強化
・ ⼦どもの貧困連鎖の防⽌
・ 医療扶助等の適正化、不正受給防⽌対策の徹底
・ 客観的データに基づく⽣活保護基準の検討

所要額（公費）
２０１５年

充実
（⾦額は公費（2015年））A D

︵
再
掲
︶
貧
困
・
格
差
対
策

〜
重
層
的
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
〜

（0.6兆円程度）

〜０．３兆円程度
･･･被⽤者保険の適⽤拡⼤、総報酬割

と併せて検討

〜０．１兆円程度
･･･受診時定額負担等と併せて検討

〜１．４兆円程度 7

〜０．６兆円程度
･･･⾼所得者の年⾦給付の⾒直し

と併せて検討



（注１） 消費税収は、現在は、国分は予算総則により高齢者3経費に充てられ、地方分は一般財源である。

（注２） 消費税収（国分）を充当する社会保障給付の具体的分野（2015年度時点）は、高齢者3経費を基本としつつ、今後検討。

（注３） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費
用」（平成21年度税制改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全
体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

（注４） 2015年度の消費税収は、内閣府「経済財政の中長期試算」（平成23年１月）に基づく推計（年央に改訂）。

うち
高齢者３経費

22.1兆円

32.0兆円

消費税収
（国・地方）
12.8兆円

37.0兆円

（２０１１年度）

消費税収
（国・地方）
13.5兆円

9.3兆円
（４％相当）

12.8兆円
（５％弱相当）

うち
高齢者３経費

26.3兆円

社会保障4経費
（国・地方）

（２０１５年度）

現状ベース 改革後ベース

消費税収
（国・地方）

うち
高齢者３経費 ５％

制度改革に伴う増及び
消費税引上げに伴う社
会保障支出の増社会保障4経費

（国・地方）

社会保障4経費
（国・地方）

現行５%

1

社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 別紙２



社会保障改革の安定財源の確保

機能強化 ３％相当

・制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

機能維持 １％相当

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増 １％相当

5％相当の
安定財源の

確保
※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

消費税収
（国・地方）

うち
高齢者３経費

社会保障4経費
（国・地方）

（2015年度）

改革後ベース

５％

５％

（注２） 高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増加のことである。

（注１） 消費税引上げに伴う社会保障支出等の増には、消費税を引き上げた場合に増加する国・地方の物資調達にかかる支出も含まれる。所要額は、財務省推計（ 2011年5月時点）であり、今
後各年度の予算編成過程において精査が必要。

（注３） 機能強化の額は、厚労省による推計（2011年5月時点）。機能強化の具体的な内容は、別紙１のとおり。

制度改革に伴う
増及び消費税引
上げに伴う社会
保障支出の増

2

（国・地方）

（注４） 社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」（平成21年度税制
改正法附則104条）をいう。所要額は厚生労働省による推計（2011年5月時点）。また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた
社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。



機能強化 3％相当

・制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1（安定財源）

うち高齢者３経費

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費
（国・地方）

税収・税外収入
（国・地方）

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

消費税収

年金２分の１（臨時財源）

消費税収

機能維持 1 ％相当

制度改革に伴う増 １％相当ＰＢ赤字
（国・地方）

うち高齢者３経費

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

基礎的財政収支
（ＰＢ）対象経費

(国・地方)

税収・税外収入
（国・地方）

ＰＢ赤字（国・地方）（対GDP比）改善
＝財政健全化目標との整合性社会保障給付

公費負担
（国・地方）

（2015年度） （2015年度）

社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

消費税引上げに伴う
社会保障支出等の増

1 ％相当

内
閣
府
試
算
（23
年
1
月
）
か

ら
の
Ｐ
Ｂ
改
善
（国
・地
方
）

改
革
に
伴
う
新
規
歳
出
増
に

見
合
っ
た
安
定
財
源
の
確
保

２％

３％

１％相当

現状ベース 改革後ベース

※ 税制抜本改革実施までの２分の１財源

2011年度から
の自然増

高齢化等に伴う増 １％相当

その他歳出に係る
ＰＢ赤字

（注１） 「財政運営戦略」（平成22年6月22日閣議決定）における財政健全化目標において、国・地方及び国の基礎的財政収支赤字の対GDP比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、
2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算（平成23年1月）の2015年度の試算結果からは、消費税率換算で約3％のPB（国・地方）の改善が必要。

（注２） 改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増」は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸び（「機能維持」に含まれる）を超える増加のことである。 3
（注３） 社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

高齢化等に伴う増 １％相当

制度改革に伴う増 １％相当

年金2分の1 １％相当



消費税収（国･地方）の社会保障財源化・区分経理のイメージ （参考）

歳 出 歳 入

＜ 現状のイメージ ＞

歳 出 歳 入

＜ 将来のイメージ＞

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費
（
国
・
地
方
）

社会保障給付
公費負担
（国・地方）

PB赤字
（国・地方）

その他の歳出

消費税収
（国・地方）

その他の
税収等

その他の歳出

税収等

その他の税収の確保
や歳出削減によりPB
赤字（国・地方）解消

消費税収
（国）

将来的には、社会保障
給付にかかる公費全体
について、消費税収
（国・地方）を主たる財
源として安定財源を確
保することによって、社
会保障制度の一層の安
定・強化につなげていく。
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社会保障改革案に対する意見 

 

平成２３年６月１６日 

税制調査会 

 

１．「社会保障改革の推進について」（平成 22 年 12 月 14 日閣議決定）に定める「成

案」のとりまとめに向けて、税制調査会では、社会保障改革案の提示を受けて、 

(1) 社会保障改革案において示された社会保障の安定財源確保の基本的枠組み

に関する議論 

(2) 主要税目の改革の基本的方向性の整理 

について、審議を行った。 

 

２．１(1)の議題に関し、社会保障改革案について、税制調査会の審議において各

委員から提起された意見は別添１のとおりであり、このうち、主な意見の要点を

下記に記載した。 

今後、「成案」のとりまとめに向けた政府・与党社会保障改革検討本部の審議、

さらに、「成案」を踏まえた改革の具体化に向けた政府内での検討に当たり、当

調査会の意見に十分配意することを求める。 

税制調査会においても、「成案」を踏まえた今後の税制抜本改革の具体化に向

けた審議に当たり、今回の議論を十分踏まえて検討を進めるものとする。 

 

－ 今般の社会保障・税一体改革の意義や考え方について、丁寧に説明し、国民

の理解と協力を得て改革を進めること。 

 

－ 社会保障・税一体改革にあたっては、社会保障の担い手である地方自治体の

理解を得て進めるべきであり、「国と地方の協議の場」等で地方と真摯に協議

や意見交換を行い、国と地方が協力して、改革の円滑かつ着実な推進を図るこ

と。 

 

－ 社会保障・税一体改革の着実な実施を通じて社会保障を充実するとともに財

政健全化への道筋を明らかにし、国際社会と市場の信認に応え、国民生活の安

定と向上を図ること。 

1
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－ 社会保険料負担と公費負担（租税負担）の全体像を踏まえて、幅広く社会保

障制度及び税制の諸改革を進めること。また、厚生年金の適用拡大等と配偶者

控除のあり方の見直しなど、相互に関連する社会保障制度と税制の課題につい

て、一体的に検討を進めること。 

 

－ 「社会保障改革の必要財源の安定確保と財政健全化の同時達成」に当たって

は、消費税だけでなく、所得、消費、資産にわたる税制全般の改革を進めるこ

と。 

 

－ 消費税の逆進性対策や個別間接税との関係について、国民の納得を得るため

にも、丁寧かつきめ細かな議論を尽くすこと。 

 

－ 税制抜本改革の実施に当たっては、足下の経済動向等を十分踏まえるととも

に、予期せざる経済変動に対して柔軟に対応できる仕組みとすること。 

 

－ 社会保障・税一体改革の推進に当たっては成長戦略との緊密な連携を図り、

セーフティネットの確立、デフレ脱却と雇用のための経済活性化、財政健全化

の好循環を促すこと。 

 

３．１(2)の議題に関し、税制調査会において「主要税目の改革の基本的方向性」

（別添２）をとりまとめたので、「成案」とりまとめに向けた政府・与党社会保

障改革検討本部の審議に反映されたい（具体的には、社会保障改革案第Ⅳ章の内

容を別添２に置換）。 
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税制調査会において各委員から出された主な意見 
 

 

【個人所得課税】 
 

○ 専門家委員会では、財源調達力を回復するための車の両輪として、消費税と所

得税が重要とされている。税は全体としてのバランスが重要であることから、所得

課税のあり方についても課題として認識すべき。 

 

 

【法人課税】 
 

○ 法人課税について、新成長戦略も踏まえて、日本に立地する企業の競争力強

化、外資系企業の立地促進のために法人実効税率を主要国並みへ段階的に引

き下げていくということで、是非、実行していきたい。課税ベースの拡大と併せた法

人実効税率の５％引下げ、中小法人に対する軽減税率の３％引下げについて、

税制抜本改革の一環をなすものとして、是非とも早期実現を図りたい。 

○ ２３年度改正の法人税減税がどうなるかというのは、その実現のために各省庁が

協力したものがどうなるかということであり、大きな論点。 

 

 

【消費税】 
 

《総論》 

○ 集中検討会議では、消費税率の引上げは特に景気後退にはつながらない、軽

減税率は設けるべきではないという意見のみだった。税調で議論が深まることを願

っている。 

○ 財政はマクロの視点で見るべき。財政の持続可能性の観点からは歳出削減か

歳入増の二つの選択肢しかないが、今大事なのは歳入の部分であり、国民に負

担をお願いしますというメッセージを出すことから始めるべき。今度こそ待ったなし

という思いで、この問題に取り組むべき。 

○ 中長期的には保険料で賄われている制度の方が頑健。社会保障論としては、ま

ずは保険料の世界でどのような改革を行うのかを議論し、その上で消費税の問題

をどうするか、という順序ではないか。 

○ 22 年度・23 年度税制改正大綱では、消費税率を 10％とすることを前提にした議

論とはなっていないはず。それにも関わらず、「これまでの大綱の方針を踏まえ、

残された議論」というのはおかしいのではないか。税調では消費税 10％という「改

革案」を無視していいということか。10％を前提に議論するかどうかをはっきりしな

いと意見の言いようがない。 

別添１ 
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○ 今の日本の財政状況は、多少歳入を増やしても、サービスの拡充に回す財源は

ないというのが実態。国民に負担増をお願いするが、場合によってはサービスが

下がる部分もあるというくらいの覚悟をもって政治決断するのかが問われている。

丁寧に議論して、その覚悟を皆で持とうということ。 

○ 一体改革については、社会保障の充実と財政健全化を同時に達成していくため

に、どれだけの財源が必要であり、そのうち保険料と税の役割分担はどうなるとい

う枠組みを前提とした上で、ポイントを絞った議論をする必要がある。全部、白地

から議論するものではない。 

○ 単に５％を上げることだけを決めて、あとは後からだというやり方で国民に理解を

得られるか。逆進性や景気に対する影響を確かめた上で、納得してもらえるメッセ

ージが出せるかどうかが重要であり、そのための議論を税調で重ね、最終的に政

治判断しなければいけない。 

○ 震災が発生する前から、税と社会保障の一体改革を行い、財政健全化にきちん

と道筋を付けることはやるべき課題だったし、震災によりむしろその必要性は強ま

っている。IMF のリサーチによると、今、一番日本に期待されていることは、財政の

安定である。震災で大変だが、震災に向けての復旧、復興をきちんとやると同時

に、併せて財政健全化の道を日本がたどろうとしているかを今、世界は見ている。 

○ 負担増について議論するのであれば、社会保障制度全体のあり方について、国

民から納得してもらう必要があり、そのためにも分かりやすく丁寧な議論をする必

要がある。 

○ 党の抜本調査会「中間整理」においても、消費税は極めて重要だとしているが、

社会保障財源として消費税を決め打ちするような書き方はおかしい。 

○ 附則 104 条を理由に、6 月までに消費税率の引上げを決めなければならないと

主張されるが、104 条は消費税だけの話ではなく抜本改革の話であることや、経済

状況を好転させることを前提としていることから、その考えは間違いではないか。 

○ 附則 104 条は、政府が、消費税を含む抜本改革に関する法案を、24 年 3 月まで

に国会に提出することを義務付けている。ただ、実施時期については税調で議論

していく課題。 

○ 既に、今の社会保障の水準では穴が開いており、将来世代の負担となっている。

基礎年金国庫負担２分の１についても、恒久財源を見つけなければ、永遠に後世

代の負担となってしまう。来年度予算編成を考えれば、6 月末というのは漠然とお

かれた期限というわけではないことが分かる。 

○ 社会保険料は段階的にずっと引き上げてきているが、公費部分は借金で穴埋め

している部分が大きい。 

○ 一体改革の背景にある根本の問題は、今の財政構造にある。財政問題としてス

トレートに捉えないと、なぜ消費税なのかにつながらない。財政が崩れてしまうと社

会保障制度も崩れてしまうという認識をもって議論を進める必要。 
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○ 社会保障との一体改革とした理由としては、税金を上げるためにはその使い方

について国民からの信頼を得る必要があることと、高齢化により支出が増えるため、

高齢者にも負担を求めて行かないといけないという二つが挙げられる。 

○ 国民新党の考えは「景気回復なくして財政再建なし」ということ。このことは連立

政権を組むときに確認したことであり、ここは譲れない。 

○ 財源としての消費税ではなく、消費税そのものを議論する必要がある。その中に

は、税率、軽減税率を適用するのか、二重課税と言われている問題、国と地方の

配分といった論点が含まれる。 

 

《消費税収の使途・区分経理》 

○ 高齢者３経費に子ども・子育てを加えたことは、この政権として目指してきた社会

保障改革の大きな姿。当然、そこを充実するには負担が必要になるが、きちんと

説明をすれば国民に理解していただける。国民に理解していただくためにエネル

ギーを割くべき。 

○ 社会保障の財源としては消費税を軸とし、高齢者３経費を対象とするというのは、

昨年１２月にまとめられた民主党の税と社会保障の抜本改革調査会「中間整理」

で示された考え方。 

○ 消費税収（国・地方）の全額の使途を「社会保障四経費」に充てるとされているこ

とから、障害者経費には消費税収を充てられないことになる。これでは政治的にも

たないのではないか。 

 

《消費税率》 

○ 集中検討会議では有識者の方が人数が多く、税制についても税率について直

接的に議論されたことはなかった。有識者達からは 10％との発言があったが、消

費税率の話は国会議員が税調において議論すべき位置づけと考える。 

○ 「改革案」では、税率を５％アップしても、３％は赤字削減で、２％だけが機能アッ

プということになり、国民の期待（５％の機能アップ）と異なってしまうのではないか。

また、これではデフレを加速することになるのではないか。 

○ 今回の５％の引上げについて、本当に社会保障の拡充に向けられるのが１％で、

残りの４％は借金返しになり、政治的に国民に十分説明しきれないといった話があ

った。これについては、これまで何らかの整理がなされたのか。 

○ まずは社会保障に必要な経費はいくらで、そのうち機能アップがどれだけあるの

かという点を全面的に押し出していかないと政治的に持たないのではないか。 

○ いつから消費税率を上げるのかは別問題だが、１０％という税率は、集中検討会

議において、将来の社会保障経費と財源不足額に関する議論を経て出されたも

の。 
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○ ５％が最初にありきではなく、必要なものは何なのかを国民に率直に出していく

必要がある。10％というのは重要な決断だが、キリがいい数字というのでは駄目だ

し、国・地方の配分比率によってはそれよりも多く必要になるかもしれないので、し

っかりとした議論が必要。 

○ 消費税率を５％引上げるならばこの位の社会保障サービス、より低い税率ならば

この位のサービスまで下げざるを得ないということを国民に判断してもらわざるを得

ない。社会保障改革案では、５％の引上げでこの位の社会保障というコミットメント

を中期的にしたということ。 

○ 政権与党に課せられている宿題は、社会保障制度の持続可能性を維持すること

と、2015 年にプライマリーバランスを半減し、2020 年にはバランスさせること。この

二つに加え、子どもの問題や医療の充実をやっていくと、2015 年には５％の消費

税増税はどうしても必要。 

○ 金利が上昇し、利払費を払えなくなったら、デフォルトを起こしてしまうが、それは

絶対に避けなければならない。その上で、社会保障を充実しなければいけないと

すると、本当に５％で足りるのだろうか。 

○ 震災があったため、当然財政支出は増えるが、これだけ財政が悪くなっている中

で、更に財政支出が増えることを日本はどう考えているんだろうか、とマーケットは

見ている。財政について、絶対発散させないというメッセージを政治の意思として

マーケットに示すと同時に、世界に示さないといけない。そのためのメッセージとし

て、消費税率の５％引上げくらいは決められないと我々の政治意思が問われかね

ない。 

○ これだけの人口を抱え、高齢化を迎えている国で、税率を５％で維持していくの

には限界がある。ここは覚悟を決めて進めて行かないといけない。 

○ 社会保障の財源確保のために、消費税率の引上げを拙速に決定することにつ

いては、反対である。 

○ この問題は、一人一人の意見がまとまるものではなく、各々のお立場もあるが、

様々な意見を踏まえて会長・会長代行などのリーダーが覚悟を決めて決断すべき

もの。 

 

《いわゆる逆進性対策》 

○ 消費税の低所得者対策に関しては、今回の社会保障改革における低所得者対

策や、所得税の再分配機能の強化の合わせ技でいくのか、当初民主党で考えて

いた給付付き税額控除でいくのか、国民に納得してもらうための理論構築をしてく

のが税調の役割。 

○ 逆進性への対策としては、中小企業者への事務負担が重い軽減税率の導入で

はなく、社会保障給付や低所得者向けの特別な給付等の財政支出の枠組みで

対応すべき。 
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○ 消費税率の引上げに際しては、住宅や公共交通、宿泊サービスについて軽減

税率を導入するなど、国民の理解と協力が得られるよう、きめ細かな配慮が必要。 

○ 「消費税率（国・地方）が一定の水準に達し、税・社会保障全体の再分配を見て

もなお対策が必要となった場合には」とあるが、今回の社会保障改革案が前提と

なっているのか、更なる対応を前提としているのか、整理することが必要。 

 

《課税の適性化等》 

○ タックス・オン・タックスといった技術的な事項については、成案とは別に工程表

を作る中で、秋以降にやるといった整理を行った上で、ひとつひとつ丁寧に議論

していくべき。 

○ 個別間接税である自動車取得税、印紙税、その他不動産流通課税については、

廃止を含め抜本的な見直しを行うべき。 

○ 消費税に関する詳細が分からないのに、税率だけ先に決めるというのは順序が

逆ではないか。 

○ 昨年１２月の閣議決定に基づき、社会保障の安定財源としてどのくらい必要で、

それは何で対応するのかについては、この場で決めていきながら、タックス・オン・

タックスやインボイス等の細かな問題は秋に向けて議論するということではないか。 

○ 成案決定後、消費税の引上げを法案化するときに税制調査会で議論しなけれ

ばならない課題としては、いわゆるタックス・オン・タックスの問題、医療費非課税の

問題、簡易課税、免税点の問題などがある。 

○ 消費税の納税事業者は直近統計では全国で約 333 万者であり、そのほとんどは

中小企業者。消費税の見直しに際しては、主たる納税事業者である中小企業者

の事務処理能力等を考慮し、その納税事務負担が中小企業者にとって過度なも

のとならないよう、引き続き、最大限の措置を講じることが必要。 

○ 自動車取得税やガソリン関係諸税について、消費税との二重課税の問題が指

摘されている。消費税率引き上げの際には、消費者への過度な負担とならないよ

う、二重課税の問題についても検討していくことが必要。 

 

《国・地方の配分》 

○ 現行の消費税（国分）は、予算総則において高齢者３経費に充てられているが、

「改革後」の消費税と地方消費税、交付税部分の関係がどうなるのかが示されて

いないが、どう考えているのか。 

○ 年金を除く社会保障は、全て自治体が足腰を担っている。しかしながら、集中検

討会議では、社会保障のあり方についても財源論のあり方についても、実質的に

自治体の意見を聞いていない。自治体が単独で実施している事業でも、敬老祝

い金のような自治体が自主的にやるべき事業もあれば、乳幼児医療の無料化、妊

婦検診のように全国的に実施しているものもあり、これらを民主党政権としてもきち
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んと評価すべきである。したがって、先般、地方の意見をきちんと聞くべきと申し上

げ、そういう方向になった。すぐに 20 日までとか期限を区切って、大事な問題を抜

きにしてどんどん議論を進めていくというのではなく、意見を聞くべきところは聞い

て進めないとうまくいかないのではないかと申し上げた。 

○ 国民の感覚からすれば、「制度として確立された社会保障」だけが社会保障では

ない。それぞれの地域の実態や実情に応じて、場合によってはやむにやまれぬ

現実によって給付をしている、あるいはいろんなサービスをやっていることも含め

て社会保障というふうに国民は見ている。 

○ 地方の声をもっと聞くということをしていかなければいけない。 

○ 地方でも、近年は赤字地方債に相当する臨時財政対策債を発行できるようにな

っているが、原則は、確保された歳入の範囲でしか歳出を組めないことになってい

る。このように制度的に地方のプライマリーバランスは黒字の側にブレがちになる

が、地方は苦労しているとの意見が地方団体から出されている。 

 

《改革の実施（経済との関係）》 

○ 集中検討会議では、消費税率の引上げは特に景気後退にはつながらない、軽

減税率は設けるべきではないという意見のみだった。税調で議論が深まることを願

っている。（再掲） 

○ 日本は第二次大戦後はお金を刷って財政を賄ったのに、なぜ今、日本でそれ

ができないのか。税率を上げれば景気が更におかしくなる。こういった素朴な質問

に答えられなければいけない。赤字国債を数十兆一気に出して復興のために使う

というのが国民の声ではないか。 

○ なぜお金を刷って財政を賄うことが問題か、については第一次大戦後のドイツの

例がその答となっている。 

○ 昨年 12 月の閣議決定で、今年度の中ごろまでに成案を得るとしたが、３月 11 日

の大震災で状況が変わっている。今、税率を上げることが、本当に日本の将来に

とって良いことなのか。税率引き上げへのコンセンサスもない。経済成長とのバラ

ンスは極めて重要。今、税率を上げて経済は失速しないのか、そこが見えない中、

つじつま合わせを行うべきではない。 

○ 震災が発生する前から、税と社会保障の一体改革を行い、財政健全化にきちん

と道筋を付けることはやるべき課題だったし、震災によりむしろその必要性は強ま

っている。IMF のリサーチによると、今、一番日本に期待されていることは、財政の

安定である。震災で大変だが、震災に向けての復旧、復興をきちんとやると同時

に、併せて財政健全化の道を日本がたどろうとしているかを今、世界は見ている。

（再掲） 

○ デフレで景気が悪いときに消費税を引上げていいのか。社会保障財源の税目と

して消費税というのを決めるにしても、タイミングの問題がある。 
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○ 「改革案」では、「経済成長との好循環の実現」とあるが、経済成長戦略との連携

が見えない。経済成長を実現していっても、それでも税収が足りなくなるという議

論であれば説得力があるが、経済成長の議論を尽くさないというのであれば疑問

がある。 

 

 

【消費課税（消費税以外）】 
 

○ 平成 23 年度税制改正法案に盛り込まれた「地球温暖化対策のための税」の予

定どおりの導入が必要。 

○ エネルギー課税については、再生可能エネルギー（自然エネルギー）の導入加

速化の観点を位置づけることが必要。 

○ エネルギー課税については、東日本大震災後のエネルギー政策全体の見直し

を踏まえて、検討を行う必要があるのではないか。 

○ 自然エネルギー対策のための財源確保もお願いしたい。 

○ 森林吸収源対策の財源を確保する観点からの検討についても項目として位置

づけることが必要。 

○ 車体課税の抜本的見直しは、エコカー減税が平成 23 年度末で切れるので、法

律の文章からいっても欠くべからざるもの。 

○ 車体課税については、平成 23 年度税制改正大綱を踏まえ、簡素化、グリーン化、

負担の軽減等を行う方向で、抜本的に見直していくべき。 

○ 自動車重量税の一部が大気汚染に係る公害認定患者の補償の財源となってお

り、その財源が、汚染者負担原則の観点も踏まえつつ、将来的にも確実に担保さ

れることが必要。 

○ 国内の自動車生産を維持し、雇用を守るため、自動車市場活性化が喫緊の課

題。車体課税については、産業の空洞化を回避する観点から、当分の間として措

置された税率を含め、思い切った簡素化・負担の軽減が図られなければならな

い。 

 

 

【資産課税】 

 
○ 事業承継税制の見直しを行うべき。 

○ 資金を高齢者から、消費の需要がある若者に移転させるため、例えば、相続税

の最高税率の引上げや、贈与税の課税最低限の引上げを行っていくべき。 

○ これまで家庭内で行われていた介護などが社会化され、公費が投入されている

現状を踏まえると、資産課税としての相続税を社会保障目的税化することも考えて
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もよいのではないか。 

○ 相続税の税率を引上げていくことは賛成だが、富裕層が毎年１１０万円ずつ資

産移転させているということを考えると、贈与税の軽減までするべきかは疑問。 

 

 

【地方税制】 

 
○ 税制抜本改革まで暫定的に導入されている地方法人特別税の扱いをどうするか

は、今後の大きな論点。 

○ 地方消費税の充実を検討する際には、地方法人二税等の地方法人課税のあり

方もあわせて見直すことにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税

体系の構築を進めるようにすべき。 

 

 

【その他】 
 

○ 「現在の世代が受ける社会保障は、現在の世代で負担するとの原則に一刻も早

く立ち戻る必要がある」とあるが、かつてそうだったことがあるのか。日本の社会保

障は、現在の世代の人も、将来世代も支えているというのがありようだったのでは

ないか。 

○ 集中検討会議では、非正規雇用への厚生年金適用拡大に関して、保険料が労

使折半なのかといった点について議論されていない等、保険料の姿が十分に見

えないため、税の議論ができないのではないか。 

○ 「改革案」に３号被保険者の見直しが入っているのに、将来の費用推計では、現

行の税と保険料の比率を前提としているのはおかしいのではないか。３号の見直

しなど、保険料の世界での改革論についても丁寧に説明すべき。 

○ M字カーブの解消の観点からは、被用者年金の一元化、パートへの厚生年金の

拡大、配偶者控除は密接に絡んでおり、合わせて議論すべき。 

○ 控除から手当や控除から働き方の公平の観点から、年金の３号被保険者の問題、

配偶者控除、パートへの社会保険の拡大をセットで議論すべき。 

○ 少子化対策、障害者対策、雇用対策、教育を含め、本当の全世代対応型にな

っているかどうかについて、どこかで議論していくべき。 

○ 番号制度や納税者権利憲章手続き論、歳入庁といった課題も、今日の議論で

はないが、今後の論議に加えていただきたい。 

○ 国際連帯税について検討を行うべき。 

○ これからの時代の所得課税等では、海外にお金が流れていくのをどのように阻

止していくのか、お金の流れの把握の問題が今後の課題である。 
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主要税目の改革の基本的方向性の整理（案） 
 

 
税制抜本改革については、社会保障改革の進め方との整合性にも配意しつつ、21 年度税制改

正法附則 104 条第 3 項及び平成 22 年度・23 年度税制改正大綱（閣議決定）で示された改革の

方向性に沿って、以下の考え方により検討を加え、個人所得課税、法人課税、消費課税、資産

課税にわたる改革を進める。また、地方に関わる事項については、地方団体の意見に十分配意

して、検討を進めることとする。 
 

（１） 個人所得課税 
雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、格差の是正や所得再分配機能等の回復のた

め、各種の所得控除の見直しや税率構造の改革を行う。給付付き税額控除については、所得

把握のための番号制度等を前提に、関連する社会保障制度の見直しと併せて検討を進める。

金融証券税制について、金融所得課税の一体化に取り組む。 
 
（２） 法人課税 

企業の国際的な競争力の維持・向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国内投資の拡大

を図る観点から、国際的な協調や主要国との競争条件等にも留意しつつ、課税ベースの拡大

等と併せ、法人実効税率の引下げを行う。地域経済の柱となり、雇用の大半を担っている中小

法人に対する軽減税率についても、中小企業関連の租税特別措置の見直しと併せ、引下げを

行う。 
 
（３） 消費課税 

消費税（国・地方）については、社会保障・税一体改革成案に則って所要の改正を行う。いわ

ゆる逆進性の問題については、消費税率（国・地方）が一定の水準に達し、税・社会保障全体

の再分配を見てもなお対策が必要となった場合には、制度の簡素化や効率性などの観点から、

複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基本に総合的に検討する。 
併せて、消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化を行うほか、消費税と

個別間接税の関係等の論点について検討する。 
エネルギー課税については、地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源 CO２排出抑制

等を図るための税を導入する。また、地球温暖化対策に係る諸施策を地域において総合的に

進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組みについて検討する。車体課税については、

地球温暖化対策の観点や国及び地方の財政の状況も踏まえつつ、簡素化、グリーン化、負担

の軽減等を行う方向で見直しを検討する。 
 
（４） 資産課税 

資産再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税ベース、税率

構造を見直し、負担の適正化を行う。これと併せ、高齢者が保有する資産の現役世代への早

期移転を促し、その有効活用を通じた経済社会の活性化を図るとの観点から、世代を超えた

資産格差の固定化にも配慮しつつ、贈与税を軽減する。また、事業承継税制について、運用

状況等を踏まえ見直しを検討する。 
 

別添２ 
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（５） 地方税制  

地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保の観点から、

地方消費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すことなどにより、税源の偏在

性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する。また、税制を通じて住民自治を確立する

ため、現行の地方税制度を「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革する。 
 
（６） その他 

上記の改革のほか、社会保障・税共通の番号制度の導入を含む納税環境の整備を進める

とともに、国際的租税回避の防止を通じて適切な課税権を確保しつつ投資交流の促進等を図

る等の国際課税に関する取組みや国際連帯税等について、検討を行う。 
 

なお、22 年度・23 年度改正においては、このような方向性を踏まえ、税制抜本改革の一環を

なす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、国会において審議が行われている

23 年度税制改正については、引き続き、その早期実現を目指す。 
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